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答 申 書 

 

 

 令和３年５月28日付け諮問第3139号をもって諮問された事案について、審議の結果、下記のと

おり答申する。 

 

記 

 

１ 本件、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関

する接続約款の変更の認可（加入光ファイバに係る接続メニューの追加等）については、諮問

のとおり認可することが適当と認められる。 

 

２ なお、提出された意見及びそれらに対する当審議会の考え方は、別添のとおりである。 

 

以上 

016640
テキストボックス
別紙２



別添 

「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定 

電気通信設備に関する接続約款の変更案」に対する意見及びその考え方（案） 
－加入光ファイバに係る接続メニューの追加等－ 

意見募集期間：令和３年５月29日（土）～同年６月28日（月）（案件番号：145209745） 

再意見募集期間：令和３年７月１日（木）～同年７月14日（水）（案件番号：145209766） 

 

意見及び再意見提出者一覧 

意見提出者 ７件（法人等：５件、個人：２件） 

再意見提出者 ６件（法人等：６件、個人：０件） 

（敬称略） 

受付 意見提出者 再意見提出者 

１ 一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会 東日本電信電話株式会社 

２ 楽天モバイル株式会社 西日本電信電話株式会社 

３ ソフトバンク株式会社 KDDI株式会社 

４ 株式会社 オプテージ 楽天モバイル株式会社 

５ KDDI株式会社 ソフトバンク株式会社 

６ 個人A 株式会社 オプテージ 

７ 個人B  
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（■：ＮＴＴ東日本・西日本からの意見 ●：ＮＴＴ東日本・西日本以外の事業者・団体からの意見 ▲：個人からの意見） 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見１  

● フレキシブルファイバが接続メニューとして提

供されるようになることで、提供条件が明確にな

ることは望ましい。 

● 現在卸役務で利用されている回線の接続メ

ニューへの移行については、接続事業者と十分

協議の上で決定することを要望。 

● 光ファイバは地方においても国民生活の重

要なインフラであり、ルーラルエリアへ提供す

るフレキシブルファイバの接続メニュー化が

都市部と地方の料金格差の固定化につながら

ないよう、引き続き検討することが必要。 

● フレキシブルファイバを複数の事業者間で

共用する場合の接続料および条件については、

現在利用中の事業者に限らず、接続事業者等の

意見を広く取り入れ、接続約款の変更手続によ

り規定することが必要。 

再意見１ 

■ ルーラルエリアへ提供するフレキシブルファイ

バの接続メニュー化、特定光信号端末回線の事業

者間での共用及び現在卸役務で利用されている回

線の接続メニューへの移行については、引き続き

接続事業者等との協議において丁寧な意識合わせ

を行い、今年度第２四半期中に、接続約款変更の

認可申請を行う予定。 

 

考え方１ 

 

○ フレキシブルファイバが卸から接続になることで、

提供条件が明確化されること自体は望ましいことと

考えます。 

現在卸で利用している事業者が接続に移行す

る場合の条件や手続きについては、接続事業者と

十分協議の上で決定することを要望します。 

○ 当社は、既にご要望が具体化している事業者

様とこれまでも複数回にわたり協議を重ね、ルー

ラルエリアへ提供するフレキシブルファイバの接

続メニュー化、特定光信号端末回線の事業者間

での共用、並びに現在卸役務でご利用いただい

ている回線の接続メニューへの移行について、事

○ NTT東日本・西日本におい

ては、引き続き、接続事業

者・関係団体との協議を進

め、その意見・要望を十分考

慮しながら、速やかな接続約

款変更の認可申請に向け

無 
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また、今後ルーラルエリアのフレキシブルファイ

バの認可申請も予定されていますが、光ファイバ

が地方における国民生活の重要なインフラである

ことは全国どこでも変わりません。人口が少ない地

域に新たに敷設する光ファイバの多くがフレキシ

ブルファイバになってしまうと、都市部と過疎地で

光ファイバの利用料に大きな差が生じることになり

ます。これは地方の振興にとって悪影響になること

から、フレキシブルファイバの制度化が都市部と地

方の料金格差の固定化につながらないよう、引き

続き検討することが必要です。 

（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協

会） 

 

○ フレキシブルファイバを複数の事業者間で共用

する場合の接続料および条件については、フレキ

シブルファイバに関する今後の一般的なルールに

なりうることから、現在利用中の事業者に限らず、

接続事業者等の意見を広く取り入れ、原則として

接続約款の変更手続により規定する必要があると

考えます。 

業者様からのご意見を踏まえつつ手続及び運用

方法等についての検討を進めているところです。 

今回、事業者様からいただいたご意見につい

ては、以下のように検討を進めていく考えです。 

・  具体的な運用方法については、今回申請し

たビルの屋上等に設置する特定光信号端末回

線における手続を参考に検討を進めておりま

す。 

・  受付や設備管理等を効率的に行う観点から

必要となるシステムについては、運用方法や費

用負担等の整理を踏まえて、現在運用中のダ

ークファイバに係るシステムを改修し、必要な

機能を可能な限り低廉な費用で開発できるよう

検討しているところです。なお、ダークファイバ

に係るシステムの改修が完了するまでの期間

については、暫定的な運用で対処する考えで

す。 

・  接続メニューへの移行については、卸役務で

利用している回線 ID を継続して利用できるよう

に検討を進める等、事業者様の負担が最小と

なるように検討を進めていく考えです。 

て、ルーラルエリアへ提供す

るフレキシブルファイバの接

続メニュー化、特定光信号端

末回線の事業者間での共用

及び現在卸役務で利用され

ている回線の接続メニューへ

の移行に関して、手続及び

運用方法等についての検討

を進めることが適当と考えま

す。 

○ 総務省においては、今後の

接続約款の認可プロセス等

を通じて、これらのNTT東日

本・西日本における対応等を

確認するとともに、追加的な

ルール等の整備や対応につ

いて、必要に応じ、検討して

いくことが適当と考えます。 
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（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協

会） 

 

・  特定光信号端末回線の事業者間での共用

については、事業者様からのご意見をふまえ、

全事業者が共用可能とすることを前提に検討

を進めております。 

今後も引き続き事業者様との協議において丁

寧な意識合わせを行い、今年度第２四半期中

に、接続約款変更の認可申請を行う考えです。 

なお、当社としては、今後も市場環境等を勘案

の上、光提供エリアの拡大について継続的に検討

していく考えです。 

（NTT東日本・西日本） 

意見２ 

● 本約款案において、ビル屋上に新規設置され

るフレキシブルファイバに係る料金や手続等

が明示されたことにより、適正性、公平性、透

明性が担保されたことについて賛同。 

● 現在卸役務で利用されている回線の接続メニ

ューへの移行も含め、引き続きNTT東西及び事

業者間において議論を重ねていくとともに、迅

速な提供とシステム・運用コストの抑制の観点

から、なるべくシンプルで全事業者に最適な形

でスモールスタートさせるべき。 

● フレキシブルファイバについて、卸提供にお

いては、設備の共用は事業者間の合意を前提と

してきましたが、接続メニューにおいては、要

望すれば必ず共用することを可能とすべき。 

再意見２ 

■ 特定光信号端末回線の事業者間での共用及

び現在卸役務で利用されている回線の接続メ

ニューへの移行については、引き続き接続事業

者等との協議において丁寧な意識合わせを行

い、今年度第２四半期中に、接続約款変更の認

可申請を行う予定。 

● 賛同意見（一者） 

● フレキシブルファイバに係る設備の共用に

ついては、共用する接続事業者の増減に伴って

費用負担や請求方法、設備障害発生時における

情報連携手法の取り決め等が必要であること

から、要望すれば必ず共用可能とすることは好

ましくない。 

考え方２ 
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○ 本約款案において、ビル屋上に新規設置される

フレキシブルファイバに係る料金や接続申込み等

のフロー、手続きに必要な時間の目安等が明示さ

れたことにより、適正性、公平性、透明性が担保さ

れたことについて賛同いたします。 

フレキシブルファイバの接続メニューについて

は、現在利用している卸から接続への移行に係る

手続きや保守ルールなど、事業者も含めて調整を

行うべき事項が存在していることから、引き続き

NTT 東西殿及び事業者間において議論を重ねて

いくべきと考えます。一方で、迅速な提供とシステ

ム・運用コストの抑制の観点から、なるべくシンプル

で全事業者に最適な形でスモールスタートさせる

べきだと考えます。 

なお、卸の共用は事業者間の合意を前提として

きましたが、接続メニューについては、要望すれば

必ず共用することを可能とすべきだと考えます。 

（楽天モバイル株式会社） 

○ 当社は、既にご要望が具体化している事業者様

とこれまでも複数回にわたり協議を重ね、ルーラ

ルエリアへ提供するフレキシブルファイバの接続

メニュー化、特定光信号端末回線の事業者間で

の共用、並びに現在卸役務でご利用いただいて

いる回線の接続メニューへの移行について、事

業者様からのご意見を踏まえつつ手続及び運用

方法等についての検討を進めているところです。 

今回、事業者様からいただいたご意見について

は、以下のように検討を進めていく考えです。 

・  具体的な運用方法については、今回申請し

たビルの屋上等に設置する特定光信号端末回

線における手続を参考に検討を進めておりま

す。 

・  受付や設備管理等を効率的に行う観点から

必要となるシステムについては、運用方法や費

用負担等の整理を踏まえて、現在運用中のダ

ークファイバに係るシステムを改修し、必要な

機能を可能な限り低廉な費用で開発できるよう

検討しているところです。なお、ダークファイバ

に係るシステムの改修が完了するまでの期間

○ NTT東日本・西日本におい

ては、引き続き、接続事業

者・関係団体との協議を進

め、その意見・要望を十分考

慮しながら、速やかな接続約

款変更の認可申請に向け

て、特定光信号端末回線の

事業者間での共用及び現在

卸役務で利用されている回

線の接続メニューへの移行

に関して、手続及び運用方

法等についての検討を進め

ることが適当と考えます。 

○ 特定光信号端末回線の事

業者間での共用について

は、事業者から意見のあった

公平性の確保や円滑な運用

の実現を含め、全ての事業

者において共用の要望があ

れば応じることを前提に、丁

寧な協議・検討を進めること

が適当と考えます。 

無 
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については、暫定的な運用で対処する考えで

す。 

・  接続メニューへの移行については、卸役務で

利用している回線 ID を継続して利用できるよう

に検討を進める等、事業者様の負担が最小と

なるように検討を進めていく考えです。 

・  特定光信号端末回線の事業者間での共用

については、事業者様からのご意見をふまえ、

全事業者が共用可能とすることを前提に検討

を進めております。 

今後も引き続き事業者様との協議において丁

寧な意識合わせを行い、今年度第２四半期中

に、接続約款変更の認可申請を行う考えです。 

なお、当社としては、今後も市場環境等を勘案

の上光提供エリアの拡大について継続的に検討し

ていく考えです。  

（NTT東日本・西日本） 

 

○ 左記の意見のとおり、特定光信号端末回線の接

続メニューが約款に追加・規定されることにより、提

供条件や料金、手続きフローなどが明記され、透

明性・公平性・適正性が確保されることから、本施

○ 総務省においては、今後の

接続約款の認可プロセス等

を通じて、これらのNTT東日

本・西日本における対応等を

確認するとともに、追加的な

ルール等の整備や対応につ

いて、必要に応じ、検討して

いくことが適当と考えます。 
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策に賛同いたします。 

なお、新たに構築する個別設備区間について

は光ファイバ設備を設置する場所ごとに費用が異

なることが想定されることから、接続事業者への概

算金額および工事竣工後の確定金額の提示にあ

たっては、より透明性を高めるために、費用内訳

（配管〇m、地中掘削〇m 等）を開示いただくこと

を要望致します。 

（KDDI株式会社） 

 

○ 設備共用については、共用する接続事業者の増

減に伴って費用負担や請求方法、設備障害発生

時における情報連携手法の取り決め等が必要で

あり、そのルールを共用開始時に事業者間で合意

しておくことが、トラブル回避、障害発生時の迅速

な対応の観点から重要であると考えます。 

こうした点を踏まえると、要望すれば必ず共用可

能とすることは、好ましくないと考えます。 

（株式会社 オプテージ） 

意見３ 

● ルーラルエリアにおけるフレキシブルファ

イバについても可及的速やかに接続メニュー

の提供条件を整理し、接続約款の改定が行われ

再意見３ 

■ ルーラルエリアへ提供するフレキシブルフ

ァイバの接続メニュー化については、引き続き

接続事業者等との協議において丁寧な意識合

考え方３ 
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るべき。 

 

わせを行い、今年度第２四半期中に、接続約款

変更の認可申請を行う予定。 

● ルーラルエリア向けのフレキシブルファイ

バの扱いについては、公正な設備競争環境の確

保の観点から慎重な議論が必要。 

○ 5G エリア展開の本格化並びにローカル 5G の今

後の展開等により、NTT 東西殿加入ダークファイ

バ提供エリア外のルーラルエリアにおける光ファイ

バ調達需要もますます高まっている状況です。こう

した点に鑑み、ルーラルエリアにおけるフレキシブ

ルファイバについても可及的速やかに接続メニュ

ーの提供条件を整理し、接続約款の改定が行わ

れるべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ 当社は、既にご要望が具体化している事業者様

とこれまでも複数回にわたり協議を重ね、ルーラ

ルエリアへ提供するフレキシブルファイバの接続

メニュー化、特定光信号端末回線の事業者間で

の共用、並びに現在卸役務でご利用いただいて

いる回線の接続メニューへの移行について、事

業者様からのご意見を踏まえつつ手続及び運用

方法等についての検討を進めているところです。 

今回、事業者様からいただいたご意見について

は、以下のように検討を進めていく考えです。 

・  具体的な運用方法については、今回申請し

たビルの屋上等に設置する特定光信号端末回

線における手続を参考に検討を進めておりま

す。 

・  受付や設備管理等を効率的に行う観点から

必要となるシステムについては、運用方法や費

用負担等の整理を踏まえて、現在運用中のダ

ークファイバに係るシステムを改修し、必要な

○ NTT東日本・西日本におい

ては、引き続き、接続事業

者・関係団体との協議を進

め、その意見・要望を十分考

慮しながら、速やかな接続約

款変更の認可申請に向け

て、ルーラルエリアへ提供す

るフレキシブルファイバの接

続メニュー化に関して、手続

及び運用方法等についての

検討を進めることが適当と考

えます。 

○ 総務省においては、今後の

接続約款の認可プロセス等

を通じて、これらのNTT東日

本・西日本における対応等を

確認するとともに、追加的な

ルール等の整備や対応につ

無 
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機能を可能な限り低廉な費用で開発できるよう

検討しているところです。なお、ダークファイバ

に係るシステムの改修が完了するまでの期間

については、暫定的な運用で対処する考えで

す。 

・  接続メニューへの移行については、卸役務で

利用している回線 ID を継続して利用できるよう

に検討を進める等、事業者様の負担が最小と

なるように検討を進めていく考えです。 

・  特定光信号端末回線の事業者間での共用に

ついては、事業者様からのご意見をふまえ、全

事業者が共用可能とすることを前提に検討を

進めております。 

今後も引き続き事業者様との協議において丁

寧な意識合わせを行い、今年度第２四半期中

に、接続約款変更の認可申請を行う考えです。 

なお、当社としては、今後も市場環境等を勘案

の上、光提供エリアの拡大について継続的に検討

していく考えです。 

（NTT 東日本・西日本） 

 

○ ルーラルエリア向けのフレキシブルファイバの扱

いて、必要に応じ、検討して

いくことが適当と考えます。 
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いについては、公正な設備競争環境の確保の観

点から以下の点に留意し、慎重な議論が必要と考

えます。 

・ 接続事業者は既存設備が存在しないエリア等

に対して、NTT 東西殿から借りる、自社で構築す

る、NTT 東西殿以外の自己設置事業者から借り

るといった複数の選択肢の中から選択可能であ

ること 

・ ルーラルエリア特有の個別事情により、技術的・

経済的に提供が困難なエリアが存在し、当該エリ

アは接続メニューの対象から除外する必要がある

こと 

・ ルーラルエリア特有の個別事情（樹木伐採等の

特殊工事等が発生すること、自然災害に遭うリス

クが高く都市部エリアの保守費とは異なること等）

を加味し、適切な期間で原価回収が可能な算定

方法とするべきであること 

（株式会社 オプテージ） 

意見４ 

● 特定光信号端末回線の接続メニューが追加され

ることについては、提供条件の透明性・公平性・適

正性が確保される方向であることから、賛同。 

● 接続料の算定方法について、現時点においては、

網改造料として算定を行うことについて異論はな

再意見４ 

■ 特定光信号端末回線は、受益者がその回線の

敷設を要望された事業者様に限られるため、受

益者と費用の負担者は一致することが望まし

いことや、回線毎に敷設する距離や工程が異な

ることから、構築・保守・撤去に要する費用に

考え方４ 
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いものの、今後特定光信号端末回線の利用が増加

した場合には、網使用料として提供を行うよう改

めて検討されるべき。 

 

ついては、その回線の敷設を要望した事業者が

網改造料として個別負担することが適当。 

● 賛同意見（一者） 

● 特定光信号端末回線は、多くの接続事業者が

共通的に利用する基本的な接続機能としては

捉えがたいことから、引き続き「網改造料」で

の算定が適当。 

○ 今般、東日本電信電話株式会社殿(以下「NTT

東日本殿」といいます。)及び西日本電信電話株

式会社殿(以下「NTT 西日本殿」といいます。)(以

下併せて「NTT 東西殿」といいます。)が申請した

特定光信号端末回線の接続メニューが追加される

ことについては、ボトルネック性を有する第一種指

定電気通信設備の提供条件の透明性・公平性・

適正性が確保される方向であることから、当該内

容に賛同します。 

また、接続料の算定方法については第一種指

定電気通信設備接続料規則第10条に則した網改

造料で算定を行う前提となっており、現時点の実

態に鑑み異論ありません。但し、今後特定光信号

端末回線の利用が増加し、当該機能の利用形態

が加入ダークファイバの一般的な引き込み方法の

一つであるとみなされる状況になった場合には、

○ 特定光信号端末回線は、当社が利用する見込

みがない設置場所において、事業者様のご要望

に基づき、指定された設置場所まで新たに光ケ

ーブル等の構築を行い、提供するものです。した

がって、特定光信号端末回線については、受益

者がその回線の敷設を要望された事業者様に限

られるため、受益者と費用の負担者は一致するこ

とが望ましいと考えます。また、特定光信号端末

回線は回線毎に敷設する距離や工程が異なるこ

とから、構築・保守・撤去に要する費用について

は、その回線の敷設を要望された事業者様が網

改造料として個別負担することが適当と考えま

す。 

（NTT 東日本・西日本） 

○ 左記の意見のとおり、特定光信号端末回線の接

続メニューが約款に追加・規定されることにより、提

供条件や料金、手続きフローなどが明記され、透

○ 現時点においては、特定光

信号端末回線について、基

本的には、接続事業者ごとに

ケーブルを占有して利用する

見込みであること等を踏まえ

れば、個別の事業者からそ

の接続に要する費用の負担

を求めるべきものとして網改

造料として算定することが適

当であると考えられます。た

だし、今後の特定光信号端

末回線の利用実態等を踏ま

え、網使用料やその他の負

担方法とすることも含め、

NTT東日本・西日本におい

て、適切な接続料の算定方

法について必要に応じ、検

無 
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網改造料ではなく、網使用料として提供を行うよう

改めて検討されるべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

明性・公平性・適正性が確保されることから、本施

策に賛同いたします。 

なお、新たに構築する個別設備区間について

は光ファイバ設備を設置する場所ごとに費用が異

なることが想定されることから、接続事業者への概

算金額および工事竣工後の確定金額の提示にあ

たっては、より透明性を高めるために、費用内訳

（配管〇m、地中掘削〇m 等）を開示いただくこと

を要望致します。 

（KDDI株式会社） 

 

○ 特定光信号端末回線は今後も設備設置事業者

がリスクを取って設備展開している以外の場所に

おいて、一部の接続事業者のニーズに応じて構築

される設備との認識であり、多くの接続事業者が共

通的に利用する基本的な接続機能としては捉えが

たいのではないかと考えます。 

このことから引き続き当該接続事業者に個別の

費用負担を求める「網改造料」での算定が適当で

あると考えます。 

（株式会社 オプテージ） 

討することが適当と考えま

す。 

○ 総務省においては、今後の

接続約款の認可プロセス等

を通じて、これらのNTT東日

本・西日本における対応等を

確認するとともに、追加的な

ルール等の整備や対応につ

いて、必要に応じ、検討して

いくことが適当と考えます。 

 

 

意見５ 

● 特定光信号端末回線の手続に関し、様式の変

再意見５ 

■ 特定光信号端末回線に係る手続のうち、様式

考え方５ 
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更など、運用に関する変更となることが想定さ

れる場合には、当該事象が判明した時点におい

て速やかに接続事業者に周知のうえ、事前に十

分な議論を行い、接続事業者への影響を最小化

することが必要。 

等の運用についても、事業者からの意見を踏ま

えつつ検討を進めているところ、様式等の運用

に変更がある場合には、事前に事業者に周知す

る等、丁寧な対応を実施。 

●賛同意見（一者） 

○ 特定光信号端末回線の手続きに関し、今後様式

の変更など、運用に関する変更が一方的に行わ

れた場合、接続側事業者側のシステム改修が間

に合わず変更内容に則した運用が困難になるなど

極めて大きな影響が生じかねません。このため、

NTT 東西殿にて運用に関する変更が必要となるこ

とが想定される場合には、当該事象が判明した時

点において速やかに接続事業者に周知のうえ、事

前に十分な議論を行い、接続事業者への影響を

最小化することが必要であると考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ 特定光信号端末回線に係る手続きのうち、様式

等の運用についても、事業者様からのご意見を踏

まえつつ検討を進めているところであり、今後も様

式等の運用に変更がある場合には、事前に事業

者様に周知させていただく等、丁寧な対応を実施

していく考えです。 

（NTT 東日本・西日本） 

 

○ 左記の意見の通り、特定光信号端末回線の接続

メニュー化にあたり、システム仕様や申込様式な

ど、既存のフレキシブルファイバの運用から変更が

生じる場合、事業者側の影響を極力軽減できるよ

う、変更点を網羅的に説明いただき、事業者間協

議の場を設けることを要望致します。 

（KDDI 株式会社） 

○ NTT東日本・西日本におい

ては、引き続き、接続事業

者・関係団体との協議を進

め、その意見・要望を十分考

慮しながら、速やかな接続約

款変更の認可申請に向け

て、特定光信号端末回線に

係る手続のうち、様式等を含

めた運用方法の検討を行うと

ともに、様式等を含めた運用

方法に変更があった際の丁

寧な事前周知といった点に

ついても検討を進め、これら

の点について、認可申請前

に関係事業者に説明し、理

解を得るように努めることが

適当と考えます。 

無 
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○ 総務省においては、今後の

接続約款の認可プロセス等

を通じて、これらのNTT東日

本・西日本における対応を確

認するとともに、追加的なル

ール等の整備や対応につい

て、必要に応じ、検討してい

くことが適当と考えます。 

意見６ 

● 接続料の算定等に関する研究会での検討が

早期に反映され、接続約款に明記されること

で、透明性が確保されることから、賛同。 

● 新たに構築する個別設備区間については、接続

事業者への費用開示（概算金額の提示）にあたっ

ては、より透明性を高めるために、費用内訳を開

示することを要望。 

再意見６ 

■ 新たに構築する特定光信号端末回線の概算

額の提示にあたっては、概算額の総額に加えて

「敷設する特定光信号端末回線の距離」「電柱

新設本数」「管路新設距離」の見立てについて特

定光信号端末回線との接続における調査手続

の回答時に事業者へ提示することを検討して

いる。 

● 賛同意見（一者） 

考え方６ 

 

○ 今般の新たな接続メニューでは、フレキシブルフ

ァイバ（卸電気通信役務）と同様に、NTT 東・西局

舎を始点とし、終点の接続事業者設備までの区間

について、一気通貫で利用できる利便性を維持し

つつ、また、局内ダークファイバ、加入ダークファイ

バについては既存の接続料が適用されることとなり

ました。本対応は、接続料の算定等に関する研究

○ 当社は、現在卸役務で提供している回線と同様

に、新たに構築する特定光信号端末回線の概算

額の提示にあたっては、概算額の総額に加えて

「敷設する特定光信号端末回線の距離」「電柱新

設本数」「管路新設距離」の見立てについて特定

光信号端末回線との接続における調査手続きの

○ NTT東日本・西日本におい

ては、引き続き、接続事業

者・関係団体との協議を進

め、その意見・要望を十分考

慮しながら、速やかな接続約

款変更の認可申請に向け

て、新たに構築する特定光

無 
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会での検討が早期に反映され、接続約款に明記

されることで、透明性が確保されることから、賛同

致します。 

なお、新たに構築する個別設備区間について

は光ファイバファイバ設備を設置する場所ごとに費

用が異なることが想定されることから、接続事業者

への費用開示（概算金額の提示）にあたっては、よ

り透明性を高めるために、費用内訳（配管〇m、地

中掘削〇m 等）を開示いただくことを要望致しま

す。 

（KDDI株式会社） 

回答時に事業者様へご提示することを検討して

いるところです。 

ただし、机上検討に基づく回答となるため、回

線開通時を見込んで正確にご提示することは困

難であることから、実際にご負担いただく金額が

確定した後に、改めて確定額及び「敷設する特定

光信号端末回線の距離」「電柱新設本数」「管路

新設距離」を事業者様にご提示させて頂く考えで

す。上記の対応も含め、料金のご提示にあたり必

要な対応については、今後も、事業者様からのご

意見も踏まえつつ検討を進めていく考えです。 

なお、KDDI 様より例示いただいた「配管」につ

いては、事業者様にてご準備・ご調整をいただく

ものと認識しております。 

（NTT 東日本・西日本） 

 

○ KDDI 株式会社殿(以下「KDDI 殿」といいます。)

の意見に賛同します。 

特定光信号端末回線の接続料が創設費の金額

をベースに算定されることに鑑みれば、当該接続

料の透明性をより高めるために、東日本電信電話

株式会社殿、及び西日本電信電話株式会社殿

信号端末回線の概算金額の

提示に際して、概算の総額

のほかに提示する具体的な

内訳について、接続事業者

が算定の妥当性を確認でき

るよう、透明性確保の観点か

ら検討を進め、認可申請前

に関係事業者に説明し、理

解を得るように努めることが

適当と考えます。 

○ 総務省においては、今後の

接続約款の認可プロセス等

を通じて、これらのNTT東日

本・西日本における対応を確

認するとともに、追加的なル

ール等の整備や対応につい

て、必要に応じ、検討してい

くことが適当と考えます。 
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(以下併せて「NTT 東西殿」といいます。)において

は、接続事業者への費用開示の際に利用・新設し

た電柱の本数・管路の距離や、KDDI 殿の意見に

あるような配管距離、地中掘削深度等の費用内訳

を項目ごとに提示いただくことが必要と考えます。 

なお、今回申請された NTT 東西殿の第一種指

定電気通信設備に関する接続約款の変更案で

は、特定光信号端末回線の定義として、「光信号

の伝送に係る端末回線（光信号端末回線（光信号

主端末回線及び光信号分岐端末回線を除きま

す。）と組み合わせて利用するために、接続申込

者の個別要望により接続申込者の個別の費用負

担で当社が敷設する光ファイバケーブルに収容さ

れるものに限ります。）であって、電柱等において

当社が設置する端子函を利用区間の始点とし、光

信号端末回線の提供可能エリア内であって、光信

号端末回線の終端する場所を除いた場所を利用

区間の終点とするもの」と記載されています。 

上記約款上の定義の記載に異を唱えるもので

はございませんが、特定光信号端末回線の接続メ

ニュー追加後も、<参考資料>にあるとおり、通常の

加入ダークファイバの施工範囲内で対応できるの
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であれば、共用光成端盤、ＭＤＦ室等に成端しな

い場合であっても、接続事業者の接続要望に応じ

て、加入ダークファイバを現行どおり提供すべきと

考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

意見７ 

● 接続約款に手続方法や手続にかかる標準的な期

間が定められ、提供条件の公平性、透明性が確保

されることから、賛同。 

● より公平性を高めるため、特定の事業者が特別

に優遇された取引条件で提供を受けていないかを

総務省にて確認・検証することを要望。 

再意見７ 

■ 特定光信号端末回線に係る提供条件、料金に

ついては、接続約款で定めることとしており、

当該条件により全ての事業者に等しく提供す

ることから、特定の事業者が特別に優遇された

取引条件で提供を受けることはない。 

● 賛同意見（一者） 

考え方７ 

 

○ 今般の新たな接続メニューでは、接続約款に手

続き方法や手続きにかかる標準的な期間が定めら

れ、提供条件の公平性、透明性が確保されること

から、左記の内容に賛同致します。 

なお、より公平性を高めるためには、例えば、以

下のような点において、特定の事業者が特別に優

遇された取引条件で提供を受けていないかどうか

総務省にて確認・検証いただくことを希望します。 

 各種情報の提供時期（光ファイバのエリア化

予定等） 

 線路敷設における各種交渉の優先度（民地

交渉等） 

○ 特定光信号端末回線に係る提供条件、料金に

ついては、接続約款で定めることとしており、当該

条件により全ての事業者様に等しく提供すること

から、特定の事業者様が特別に優遇された取引

条件で提供を受けることはありません。 

取引条件の公平性に関してご指摘いただいた

事項については、既に下記の通り対応しており、

事業者間の公平性は確保されているものと考えま

す。 

・  光ファイバのエリア化予定等の各種情報につ

いては、事業者様向けホームページにおいて

○ NTT東日本・西日本におい

ては、特定光信号端末回線

に係る取引条件の公平性を

担保することが適当と考えま

す。 

○ 総務省においては、今後の

接続約款の認可プロセス等

を通じて、これらのNTT東日

本・西日本における対応を確

認するとともに、追加的なル

ール等の整備や対応につい

無 
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 設備枯渇時における優先度 

 その他、現状公開されていない情報 

（KDDI株式会社） 

開示をすることで、全事業者公平に情報を提

供。 

・  民地交渉等の設備設置に係る対外対応は、

お申込みいただいた順番や提供希望時期等

を踏まえて順次対応を実施。（なお、これらの

対外対応は個々の事例により要する期間が大

きく異なることがあるため、お申込みいただいた

順番で対応が完了するとは限りません。） 

・  事業者様が指定された設置場所まで既存設

備がない場合における設備の新設・増設対応に

ついては、お申込みいただいた順番や提供希

望時期等を踏まえて順次対応を実施。 

また、2020 年 1 月に総務省殿に契約書等につ

いて報告している通り、卸役務で提供しているフレ

キシブルファイバについても、特定の事業者様を

特別に優遇することなく、各事業者様に対して同

様の契約内容にて提供しております。 

なお、フレキシブルファイバの提供状況につい

ては、今後も必要に応じて自主的に報告していく

考えです。 

（NTT東日本・西日本） 

 

て、必要に応じ、検討してい

くことが適当と考えます。 
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○ KDDI 殿の意見に賛同します。特定光信号端末 

回線の接続メニューの追加は提供条件の公平性・

透明性確保に資するものですが、事業者間の公平

性をより確実にするためにも、KDDI 殿が指摘して

いる項目等に関して総務省殿による確認・検証が

必要と考えます。 

また、実施された確認・検証に関しては、透明性

確保の観点から、確認のプロセスや検証結果を可

能な限り開示することを希望します。 

（ソフトバンク株式会社） 

意見８ 

● 新たに整備される受付システムの開発費は接続

メニューを選択した事業者側の負担であり、高額

となると低廉料金の効果を享受できなくなってし

まう恐れがあるため、費用を低減するための検討

や、開発内容、費用負担の方法について利用事業

者との十分な協議の機会が設けられるよう要望。 

● 事業者間で速やかに議論を行ったうえで、今年

度中に特定光信号端末回線に係る正式な受付シス

テムを整備し、運用の効率化を図るべき。 

● 当該システム整備にあたっては、接続事業者の

負担が過度にならないよう、最小限のコストで実

現されるべき。 

再意見８ 

■ 受付や設備管理等を効率的に行う観点から

必要となるシステムについては、現在運用中の

ダークファイバに係るシステムを改修し、必要

な機能を可能な限り低廉な費用で開発できる

よう検討している。 

● 賛同意見（三者） 

考え方８ 
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○ 新たに整備される受付システムの開発費は、特

定光信号端末回線数で按分し、『特定光信号端末

回線管理機能』に追加され、接続メニューを選択し

た事業者が負担することになります。仮に、システ

ム開発費が高額となると、新たな接続メニューはフ

レキシブルファイバ（卸電気通信役務）に比べて低

廉な料金で利用できるようになったにも関わらず、

低廉料金の効果を享受できなくなってしまう恐れ

があります。 

例えば、新たな接続メニューと同様の情報を管

理していると想定されるコロケーションスペースの

管理システムを流用する等により費用を低減する

ための検討や、開発内容、費用負担の方法につ

いて利用事業者との十分な協議の機会が設けら

れるよう希望します。 

（KDDI 株式会社） 

 

○ 移動体通信事業者の基地局展開においてビル

屋上向けに敷設する特定光信号端末回線は需要

が高く、今後更なる利用増加が想定されることに鑑

みれば、本申請に関する説明資料*に「今年度中

を目途に特定光信号端末回線に関する正式な受

○ 当社は、既にご要望が具体化している事業者様

とこれまでも複数回にわたり協議を重ね、ルーラ

ルエリアへ提供するフレキシブルファイバの接続

メニュー化、特定光信号端末回線の事業者間で

の共用、並びに現在卸役務でご利用いただいて

いる回線の接続メニューへの移行について、事

業者様からのご意見を踏まえつつ手続及び運用

方法等についての検討を進めているところです。 

 

今回、事業者様からいただいたご意見について

は、以下のように検討を進めていく考えです。 

・  具体的な運用方法については、今回申請し

たビルの屋上等に設置する特定光信号端末回

線における手続を参考に検討を進めておりま

す。 

・  受付や設備管理等を効率的に行う観点から

必要となるシステムについては、運用方法や費

用負担等の整理を踏まえて、現在運用中のダ

ークファイバに係るシステムを改修し、必要な

機能を可能な限り低廉な費用で開発できるよう

検討しているところです。なお、ダークファイバ

に係るシステムの改修が完了するまでの期間

○ NTT東日本・西日本におい

ては、引き続き、接続事業

者・関係団体との協議を進

め、その意見・要望を十分考

慮しながら、速やかな接続約

款変更の認可申請に向け

て、受付や設備管理等のた

めのシステムに関しても、可

能な限り低廉な費用で開発

できるよう、検討を進めること

が適当と考えます。 

○ 総務省においては、今後の

接続約款の認可プロセス等

を通じて、これらのNTT東日

本・西日本における対応等を

確認するとともに、追加的な

ルール等の整備や対応につ

いて、必要に応じ、検討して

いくことが適当と考えます。 

 

無 
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付システム等を整備して対応する予定で検討が進

められているところであり、別途それを踏まえた接

続約款の変更認可申請が行われる予定」と記載が

あるとおり、事業者間で速やかに議論を行ったうえ

で、今年度中に特定光信号端末回線に係る正式

な受付システムを整備し、運用の効率化を図るべ

きと考えます。 

なお、当該システム整備にあたっては、接続事

業者の負担が過度にならないよう、例えば加入ダ

ークファイバと共通で利用可能な機能の特定を精

緻に行う等により、最小限のコストで実現されるべ

きと考えます。 

*「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電

話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する

接続約款の変更の認可申請に関する説明(加入

光ファイバに係る接続メニューの追加等)」令和 3

年 5 月 

https://www.soumu.go.jp/main_content/00075246

0.pdf 

（ソフトバンク株式会社） 

については、暫定的な運用で対処する考えで

す。 

・  接続メニューへの移行については、卸役務で

利用している回線 ID を継続して利用できるよう

に検討を進める等、事業者様の負担が最小と

なるように検討を進めていく考えです。 

・  特定光信号端末回線の事業者間での共用に

ついては、事業者様からのご意見をふまえ、全

事業者が共用可能とすることを前提に検討を

進めております。 

今後も引き続き事業者様との協議において丁寧

な意識合わせを行い、今年度第２四半期中に、接

続約款変更の認可申請を行う考えです。 

なお、当社としては、今後も市場環境等を勘案

の上、光提供エリアの拡大について継続的に検討

していく考えです。 

（NTT東日本・西日本） 

 

○ KDDI 殿意見のとおり、「新たな接続メニューはフ

レキシブルファイバ（卸電気通信役務）に比べて低

廉な料金で利用できるようになったにも関わらず、

低廉料金の効果を享受できなくなってしまう」ことか
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ら、光信号分岐端末回線の工事費の一括払い（電

気通信事業法施行規則第 23 条の４第２項）と同

様、「特定光信号端末回線」の構築費用も特例的

に一括払いと扱うことによる管理項目の削減を通じ

て、新たに整備される受付システムの開発費は、

可能な限り抑えられるべきと考えます。 

（楽天モバイル株式会社） 

 

○ KDDI 殿の意見に賛同します。特定光信号端末

回線に係るシステム整備にあたっては、必要な開

発項目や費用負担方法について事業者間で十分

議論したうえで、接続事業者の負担が過度になら

ないよう、例えば以下のような手法により最小限の

コストでのシステム化実現について検討すべきと考

えます。 

① KDDI 殿の意見にあるとおり、コロケーションス

ペースの管理システムなど現行のシステムで、

新たな接続メニューと類似の情報を管理して

いるものがあれば、可能な範囲で流用する 

② 前回の弊社意見のとおり、加入ダークファイバ

と共通で利用可能な機能の特定を精緻に行う 

（ソフトバンク株式会社） 
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○ 左記の意見（事務局注：ソフトバンク株式会社の

意見）の通り、例えば、新たな接続メニューと同様

の情報を管理していると想定されるコロケーション

スペースの管理システムを流用する等により費用

を低減するための検討や、開発内容、費用負担の

方法について利用事業者との十分な協議の機会

が設けられるよう希望します。 

（KDDI 株式会社） 

意見９ 

● 既設のフレキシブルファイバのIDが変更となる

こと等により各種手続が煩雑になることや、保守

運用に支障が出ることのないよう、柔軟な運用が

実施されることを要望。 

 

再意見９ 

■ 接続メニューへの移行については、卸役務で

利用している回線ＩＤを継続して利用できる

ように検討を進める等、事業者様の負担が最小

となるように検討を進めていく。 

● 賛同意見（一者） 

考え方９ 

 

○ 正式な受付システムへ移行後、既設のフレキシ

ブルファイバの管理情報を同システムに移行する

ような場合においては、例えば既設のフレキシブ

ルファイバの ID が変更となること等により各種手続

きが煩雑になったり、保守運用に支障が出たりしな

いよう柔軟な運用を実施して頂くことを要望しま

す。 

（KDDI株式会社） 

○ 当社は、既にご要望が具体化している事業者様

とこれまでも複数回にわたり協議を重ね、ルーラル

エリアへ提供するフレキシブルファイバの接続メニ

ュー化、特定光信号端末回線の事業者間での共

用、並びに現在卸役務でご利用いただいている回

線の接続メニューへの移行について、事業者様か

らのご意見を踏まえつつ手続及び運用方法等に

ついての検討を進めているところです。 

 今回、事業者様からいただいたご意見について 

は、以下のように検討を進めていく考えです。 

○ NTT東日本・西日本におい

ては、引き続き、接続事業

者・関係団体との協議を進

め、その意見・要望を十分考

慮しながら、速やかな接続約

款変更の認可申請に向け

て、現在卸役務で利用され

ている回線の接続メニューへ

の移行に関して、卸役務で

利用している回線IDを継続

無 
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・  具体的な運用方法については、今回申請し

たビルの屋上等に設置する特定光信号端末回

線における手続を参考に検討を進めておりま

す。 

・  受付や設備管理等を効率的に行う観点から

必要となるシステムについては、運用方法や費

用負担等の整理を踏まえて、現在運用中のダ

ークファイバに係るシステムを改修し、必要な

機能を可能な限り低廉な費用で開発できるよう

検討しているところです。なお、ダークファイバ

に係るシステムの改修が完了するまでの期間

については、暫定的な運用で対処する考えで

す。 

・  接続メニューへの移行については、卸役務で

利用している回線 ID を継続して利用できるよう

に検討を進める等、事業者様の負担が最小と

なるように検討を進めていく考えです。 

・  特定光信号端末回線の事業者間での共用に

ついては、事業者様からのご意見をふまえ、全

事業者が共用可能とすることを前提に検討を

進めております。 

利用できるようにするなど、接

続事業者の負担を可能な限

り低減できるよう、手続及び

運用方法等についての検討

を進めることが適当と考えま

す。 

○ 総務省においては、今後の

接続約款の認可プロセス等

を通じて、これらのNTT東日

本・西日本における対応等を

確認するとともに、追加的な

ルール等の整備や対応につ

いて、必要に応じ、検討して

いくことが適当と考えます。 
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今後も引き続き事業者様との協議において丁

寧な意識合わせを行い、今年度第２四半期中

に、接続約款変更の認可申請を行う考えです。 

なお、当社としては、今後も市場環境等を勘案

の上、光提供エリアの拡大について継続的に検討

していく考えです。 

（NTT東日本・西日本） 

 

○ KDDI 殿の意見に賛同します。既設のフレキシブ

ルファイバを接続メニューへ移行するにあたって

は、各種手続きの煩雑化や保守運用上の支障を

避けるためにどのような方法が取り得るか、例えば

既存のフレキシブルファイバの回線 ID を流用する

ことも含めて、事業者間で十分に協議のうえ、NTT

東西殿においては柔軟な運用を実施いただきたい

と考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

意見10 

● 自己設置事業者における投資インセンティ

ブを阻害することにつながりかねないため、フ

レキシブルファイバを接続として取り扱う範

囲については慎重な議論が必要。 

● 今般申請された新たな接続メニューにおける個

別設備区間（特定光信号端末回線）の設備につい

再意見10 

 

 

考え方10 
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て、「網改造料の算定式」により算定することは適

当。 

○ ニーズに基づき新たに構築されるフレキシブルフ

ァイバに安易に接続ルールを適用することは、接

続事業者は先行投資を含まないコストで設備を使

うことになり、NTT 東西殿のみに負担を強いること

となります。そうなった場合、「自ら造る」よりも「NTT

東西殿から借りる」方が有利となり、NTT 東西殿を

含めた多数の自己設置事業者における投資イン

センティブを阻害することにつながりかねないた

め、接続として取り扱う範囲については慎重な議

論が必要であると考えます。 

○ 今般申請された新たな接続メニューにおける個

別設備区間（特定光信号端末回線）の設備は、接

続事業者が基本的には占有する設備を当該接続

事業者のニーズに基づき NTT 東西殿において新

たに構築するものです。このことから当該接続事業

者に個別の費用負担を求める「網改造料の算定

式」により算定することは、設備設置事業者の事業

性の観点から適当であると考えます。 

（株式会社オプテージ） 

 ○ 御意見の一点目で御指摘

のあった、フレキシブルファイ

バを接続として取り扱う範囲

や、接続として提供する場合

の費用負担方法について

は、「接続料の算定等に関す

る研究会」における累次の議

論を踏まえ、NTT東日本・西

日本において対応・検討が

行われているものと承知して

おります。総務省において

は、その対応・検討状況を引

き続き確認していくことが適

当と考えます。 

○ 御意見の二点目につきまし

ては、現時点においては、特

定光信号端末回線につい

て、広く共用されることが見

込まれているものではなく、

個別の事業者からその接続

に要する費用の負担が求め

無 
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られるべきものとして網改造

料として算定することが適当

であり、今般のNTT東日本・

西日本からの接続約款変更

認可申請案への賛同の御意

見として承ります。 

意見11 

▲ フレキシブルファイバについて、光回線未提供

エリア及び集合住宅オーナーが壁面配線を拒否す

ることで、サービスを提供できない住宅へのアク

セス手段として活用できないか。 

再意見11 

 

考え方11 

 

○ フレキシブルファイバ（光エリア外）、フレキシブル

ファイバ（光エリア内のビルの屋上等）の活用方法

において光回線未提供エリア及び集合住宅オー

ナーが壁面配線を拒否してサービスを提供出来な

い住宅へのアクセス手段として活用は出来ない

か？ 

NTT の最新工法 「すき間配線ケーブルによる

施工」を活用し移動通信端末のアンテナをベラン

ダの手すりに設置し、窓の隙間から屋内のルータ

ーに引き込み利用する。 

外部アンテナである為、住宅内では圏外となる

高周波でも最高速度で通信可能な電界強度を確

 

 

○ 今回変更認可申請のあっ

た接続約款につきましては、

NTT東日本・西日本と接続事

業者間の接続について、接

続料や接続条件を定めるも

のであり、個人を対象としたも

のではありません。 

○ いただいた御意見は今後

の情報通信政策の参考とす

ることが適当と考えます。 

無 
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保出来る為、安定した通信速度を求める多くのユ

ーザーのニーズに合致する。 

また、壁面配線を拒否するオーナーは 90 年代

の衛星放送開始時期から悩まされる問題である

為、衛星アンテナをベランダ手すり上部で挟み込

んで固定する設置用金具が存在している。 

  同様の金具でベランダに外部アンテナを設置しア

ンテナ線をエアコンダクトやすき間配線ケーブルで

屋内への引き込みを行えば設置は容易である。 

光エリア外僻地の不採算エリアにおける固定電

話代替として LTE 型固定電話への移行でも当該

施策は有効利用できるのではないでしょうか？ 

すき間配線ケーブルによる施工 

https://www.ntt-east.co.jp/iwate/sekoujirei.pdf 

衛星放送ベランダ設置用金具 

https://dxantenna-

product.dga.jp/detail.html?id=2080&category=35&

page=1 

（個人A） 

意見12 

▲ 光ファイバについて、1 秒 1 回以上の回線状

態監視や光ファイバの光の品質について、監視

再意見12 

 
考え方12 
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を行い、盗聴等を未然に防ぐようにすべき。 

○  ＞NTT 東日本、NTT 西日本、両方に対して 

光ファイバについて、配管等を通す場合、ビル

構内での盗聴等を目的とした工作行為の被害に

遭う蓋然性が増えるのではないかと思われるが、1

秒 1 回以上の回線状態監視や光ファイバの光の

品質についての監視を行い、その様な事態を未然

に防ぐようにすべきかと考える。（現状、行っていな

いかもしれないが、行うべきであるし、全ての光回

線において行うべき事であるので、行っていってい

ただきたい。取得結果については一定期間の後に

まとめる事を可として良いのではないかと思われる

が、一定期間は結果そのものを保持するようにさ

れたい。（なお、通信事業者やデータセンタ等によ

る契約の場合等は、永続的に保存しておくのが適

切であると考える。）） 

なお、フレキシブルファイバとは別に、NTT 東西

は、要望があった場合において、事業者、また一

般の利用者に対しても、シングルスター方式での

光回線の提供を行うコースを「フレッツ」等で設ける

ようにしていただきたい。（「フレッツ」ビジネスコー

スでもこれがされていないというのは驚く事であり、

 ○ いただいた御意見は今後

の情報通信政策の参考とす

ることが適当と考えます。 

 

無 
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困った事でもあると考えるが、多くの事業者等が物

理的な構成からして格段のセキュリティの高さ（物

理的に下り回線の盗聴を分岐方式光回線（GE-

PON によるダブルスター方式）の同枝の別 ONU

（論理的に見分けが付かない場合があるかもしれ

ないが、物理的に別の ONU という意味で言って

いる。）（あるいは中間地点）で行われる事が無い

のは物理的な原因ある格段のセキュリティの高さで

あろう。）の回線を用いれるようにしていただきた

い。（当初の B フレッツではそれが出来ていたの

で、出来るはずなのではないかと思われるのであ

るが、NTT 東西は、市井に多数存在するであろう

各種の工作員（朝鮮・中国の者だけでなく、日本

国内の者もいるであろう。）による分岐方式光回線

の同枝の別 ONU 等による盗聴から、事業者等が

距離を置けるように、一般的な事業者や家庭への

シングルスター方式での光回線通信の提供を復

活していただきたい。）） 

意見は以上である。 

（個人 B） 
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再意見７ ＜参考資料＞（ソフトバンク株式会社） 
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